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[MJKK]日本の 13 の政府系発行体の格付を格下げ方向で見直し

2011 年（平成 23 年）5月 31 日、東京、ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」）

は、2011 年 5 月 31 日に日本政府の格付 Aa2 が格下げ方向で見直しとなったことを踏まえ、日本の 13

の政府系発行体の格付を格下げ方向での見直しの対象とした。

13 の政府系発行体は、以下の通り。

(1)日本高速道路保有・債務返済機構

(2)東日本高速道路株式会社

(3)中日本高速道路株式会社

(4)西日本高速道路株式会社

(5)首都高速道路株式会社

(6)都市再生機構

(7)鉄道建設・運輸施設整備支援機構

(8)関西国際空港株式会社

(9)株式会社日本政策金融公庫

(10)地方公共団体金融機構

(11)住宅金融支援機構

(12)株式会社日本政策投資銀行（DBJ）

(13)株式会社商工組合中央金庫（SCB）

格付理由

本日のアクションは、日本政府の格付 Aa2 が格下げ方向で見直しとなったことに基づくものである。

これらの政府系発行体の格付は、日本政府の債務格付によって制約を受けている。

短期格付 Prime-1（付与されている場合）、DBJ のベースライン信用リスク評価（BCA）である 7（1か

ら 21 までの数値で評価。1が最も信用リスクが低い）、ならびにSCB の銀行財務格付 Dは、影響を受け

ない。
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最新の格付アクション及び格付履歴については、www.moodys.com を参照されたい。

本信用格付に利用された主な格付手法は弊社ウェブサイト（www.moodys.co.jp の「信用格付事業」を

選択した後に表示されるページ）の「格付手法」に掲載されている「政府系発行体に対する格付手法

のアップデート」（2010 年 9 月 30 日）、「銀行財務格付：グローバル格付手法」（2010 年 9 月 30 日）、

及び「ムーディーズの銀行格付手法への複合デフォルト分析の適用：修正格付手法」（2010 年 9 月 30

日）である。

本プレスリリースに関しまして、明日 6月 1日（水）16 時（東京時間）より投資家様向けテレコンフ

ァレンス（日本語）を開催いたします。

参加ご希望の方は、以下のリンクよりお申し込み下さい。

http://www.moodys.co.jp/Pages/events.aspx?Id=004002 　

http://www.moodys.jp/members/user/showMainPage.do 　（日本語サービス契約者様用）

http://www.moodys.com/eventslist.aspx 　（グローバルサービス契約者様用）
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